
















































































































































































創設された制度である（平成 25年 12月 1 日
公布）。
詳しい内容に関しては，「消費者裁判手続特
例法 Q&A・消費者庁消費者制度課（平成 26
年 4月）」を参照されたい。
訴訟手続きとしては， 2段階の手続きとなっ
ている。 l段階目の手続きは，共通義務確認訴
訟で， 2段階目の手続きが個別の消費者の債権
確定手続きである。
共通義務確認訴訟は，内閣総理大臣の認定を
受けた特定適格消費者団体（適格消費者団体の
うち一定の要件を満たすもの）だけが原告とな
ることができ，事業者が相当多数の消費者に対
し，これらの消費者に共通する事実関係に基づ
き金銭を支払う義務を負うべきことの確認を求
める訴訟である（同法2条4号）。対象となる
金銭支払い義務は，契約上の債務の履行の請求，
不当利得返還請求，契約上の債務不履行による
損害賠償請求，環庇担保責任に基づく損害賠償
請求，不法行為に基づく民法の規定による損害
賠償請求の 5つに限定されている（同法3条 l
項）。被告となるのは，消費者契約の相手方で
ある事業者に限定されている（同法2条）。相
当多数の消費者について共通の事実関係に基づ
き被害が起き，損害賠償請求の対象となること
が予想される製造物責任は，本制度の対象とは
ならなし、。
過去の事例では，大学に対する学納金返還請
求，外国語学校の解約に伴う清算金請求，耐震
偽装マンションの損害賠償請求，未公開株取引
の損害賠償請求などが，集団的消費者被害回復
制度を活用できる事例として紹介されている。
l段階目の共通義務確認訴訟において， 事業
者の金銭支払い義務が認められた場合には， 2
段階目の手続に進み，個々の消費者が自らの債
権の確定を求めることになる。この 2段階目の
手続きに関しては，原告となった特定適格消費
者団体が消費者に通知 ・公告をし，個々の消費
者が特定適格消費者団体に授権をし，団体が取
りまとめて裁判所に債権届の手続きをすること
になっている。
個々の消費者からすれば，個別被害回復のた
めに自らが時間や費用や労力をかける必要はな
く，共通義務が認められた段階で団体に授権を
するだけでよいため，被害回復を求めやすいこ
とになる。
118 適格消費者団体と集団的消費者被害回復制度
従来の差止請求では，適格消費者団体は， ど
こからも報酬や費用を受け取ることはできなか
ったが，集団的消費者被害回復にあたる特定適
格消費者団体は，消費者からの授権契約に基づ
き報酬および費用の支払いを受けられることに
なった。
アメリカのクラスアクションでは，被害者で
あればだれでも原告となることができ，特に除
外を申し出た者を除きすべての被害者が被害の
回復を受けられ，請求の対象についても特段の
限定はないが，本制度は，原告は特定適格消費
者団体に限定され，債権届け出を申し出た被害
者だけが被害の回復を受けられ，請求の対象も
限定されているという違いがある。そして，拡
大損害や逸失利益，人身損害が除かれているこ
と，対象の事業者が消費者契約の相手方に限定
されていることは，製造物責任に基づく損害賠
償請求を制度の対象外とするもので，広範でか
つ深刻な人身被害は，従来の民事訴訟手続きに
よらざるを得ないという限界はある。
しかし，今までは泣き寝入りしていた消費者
ふわずかな費用負担と労力で被害の回復を求
められる画期的な制度であり，実効性あるもの
として活用されることを期待したい。
